米トランプ政権の一〇〇日と今後の展望 by 浅川 公紀













































































































多だ。それも大きな議論を呼ぶものが多く、内政・外交の常識を揺るがし、国論を二分してきた。大統領選期間にも米国は保守とリベラル、共和党と民主党の分極化が進んでいたが、トランプ就任後の一〇〇日間で分極化はさらに進んできた 見ていい。米国民 分極化は米議会の共和党と民主党の対立をそのまま反映し、とくに内政分野 おいて 米議会の承認を必要とする政策目標は きな壁に阻まれてきた。トランプが署名した大統領令の多くは、オバマ政権下で導入された環境規制 移民政策措置や宗教規制、石油天然ガス採掘規制などを覆すもので、オバマ前大統領のレガシー（政治遺産）を白紙に戻すという意味では一貫している。　
トランプ大統領は二月初めにも教会を政治から締め出す法律を完全に撤廃するとして政教分離の壁を弱める




















































米国社会の分裂を反映したものと見 方がいい。普通の政権の場合だったら議会やマスコミは大統領批判を自粛したかもしれないが、トランプ政権は普通の政権ではない。議会、とくに議会民主党とマスコミは一〇〇日間、最初からトランプと対立し、批判を継続してきた。トランプの側でも、自分に批判的な報道をするＣＮＮやニューヨークタイムズ どに対 て、 「嘘のニュース」などと露骨に批判し、攻撃的姿勢を取ってきた。　
米国社会は依然として、トランプ支持とトランプ反対に二分されている。大統領選挙でトランプを支持した
















支持率、不支持率の比較で支持率が不支持率を上回っ いたのは一〇〇日間のうちわずか四日、残りの九六日は不 が支持率を上回った。そして三二の大統領令に署名した。 で五つの連邦裁判所がトランプのイスラム圏七カ国または六カ国からの米国入国禁止措置の実施を差し止める命令 出　
トランプのホワイトハウスでの生活スタイルも歴代大統領のパターンを逸脱するものだった。メラニア夫人
は歴代大統領夫人（ファーストレディー）が夫とともにホワイトハウスに引っ越したの は違って、ニューヨークのトランプタワーに止まっている。外国生まれ ファース レディーは 第六代大統領ジョン・クイシー・アドムズの夫人でロンドン生まれだっ ルイーザ・アダムズ以来だ。またトランプ家 二人の家族 長女のイバンカとその夫のジャレッ ・クシュナーが大統領の顧問としてホワイトハウスに入っている。これが合法であるかどうかは、まだ議論がある。　
またトランプは就任以来一〇〇日間で、米国の同盟国であるメキシコ、ドイツ、オーストラリアの三カ国




















策が進行したことに強い懸念を抱いてきた人々を安心させた。これは多くの宗教保守派にとって予想を上回る朗報になっている。だが、経済政策面では、トランプは環境規制など企業活動への規制を緩和する措置を実行する半面、労働者の利益優先を強調し続け、ＴＰＰ離脱に加えて北米自由貿易協定（ＮＡＦＴＡ）再交渉を打ち出し、共和党 伝統的に推進してきた自由貿易主義に反する政策を継続している。トランプ政権の保護貿易主義的傾向に対しては、共和党支持者の間では、イデオロギー的立場から懸念を抱く人々がいるだけでなく、保護 政策が相互依存を強める世界経済とグローバリゼーションの現実に逆行するもので中長期的には米経済を損なうという現実的懸念 抱く人々が多い。　
トランプが掲げている経済保守派好みの大幅減税などの政策も、財源が不明確で財政赤字拡大の懸念を払拭




























































月六日、トランプはシリアへのミサイル攻撃に踏み切った。バノンは、グローバリゼーションがもたらした米国の労働者階級の没落に伴う ジアの台頭に批判的な経済ナショナリストを自称しており、トラ プのＴＰＰ離脱などの政策はバノ の影響が大きいと見られている。インターネットを使って極右思想を広めるオルトライトの立場で、外交 安全保障面では孤立主義的な考えをもち、シリア攻撃にも反対の立場だった。　
ホワイトハウス内部でバノンの影響力が後退し、娘婿のクシュナーの影響力が増大しているとされる。ク












ラーソン国務長官が、軍事力の展開による力の誇示、日米の同盟関係を基軸に中国を介した外交圧力を絶妙に組み合わせて、北朝鮮への包囲網が構築されている。中国の習近平国家主席が米国の意向を受けて、これほど積極的に北朝鮮に核・弾道ミサイル開発停止を働きかけたことがなかった。すでに北朝鮮に関する限り トランプ外交は、オバマ前大統領の戦略的忍耐 成果 上回る成果を生んでいる。国際法違反だといった批判はあるが、米国の行動はオバマ前政権下で失われた国際舞台におけ 威信 影響力をかなり回復することに成功してい 。　
トランプ大統領は、公職者、政治家の経験がなく大統領になった。企業のトップとして培った交渉力、















いかなかったかもしれない。日本の安倍首相はトランプ当選後、世界の主要国の首脳として最初にニューヨークにトランプを訪ね、個人的な信頼関係を構築する糸口を作った。その後、二月に行われた日米首脳会談では、ワシント での会談で日米の確固とした同盟関係と同盟関係強化の方向性を確認しあい、フロリダ州のトランプの別荘で二七ホールを一緒にゴルフするなど親交をさらに深め 北朝鮮問題や対中、対露関係などで頻繁に電話会談し、朝鮮半島への政策や対中政策で足並みが揃っている。北東アジア安全保障政策に関する限り、政権発足前 同盟軽視への不安は払 ょくされ、日米 を基軸にした外交・安保政策が展開されてる。この外交政策の展開は快い驚きだった。　
トランプ政権は、貿易面では、日米自由貿易協定（ＦＴＡ）を視野に入れた二国間交渉を進めることが予想
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「トランプ氏の一〇〇日が教える「今後」 」 、 『ウォールストリート・ジャーナル日本版』 、二〇一七年四月二八日参照。
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